
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

6,146 千円

4,934 ≫千円

国庫支出金 0 千円
県支出金 510 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

一般財源 5,636 千円

担当課 福祉保健部国保けんこう課 課長 前川　靖彦

担当者 近藤　颯人 問合せ先 0957-53-4111（内線152）

施策 0503 医療体制の充実
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 救急医療対策事業 拡充 予算額

事業期間 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市病院群輪番制病院運営事業補助金交付要
綱、長崎県救急医療協力病院運営費補助金交付
要綱

【目的】
　休日や夜間に発生する病気やケガに対して、救急処置を行うための救急医療体制の整備を図る。現在、安易
な救急要請のために搬送困難事例が発生しており、また、時間外の受付や問い合わせによる救急医療機関の負
担が課題となっている。＃7119の電話相談を導入し緊急性の有無を判断することで軽傷者の安易な救急要請の
減少や市民の安心・安全の提供につながる。

【概要】
　大村市の休日における第一次（初期）の救急医療体制を確保するため、大村市医師会と契約し当番医を決め
ている。また、重症の患者については夜間及び休日の第二次救急医療体制として輪番制２病院（市立大村市民
病院、長崎医療センター）と協力病院１病院（貞松病院）で対応している。
　＃7119では、24時間365日看護師が電話相談で対応を行い、緊急性の有無を判断。救急搬送や医療機関の受
診などの助言を行う。

【対象】
　救急医療を必要とする市民、救急医療を必要とするか判断を求める市民

休日や夜間に発生する急病やケガに対し、適切な救急処置を行うための救急医療体制の整備を図るための事業
として開始。現在、安易な救急要請のために搬送困難事例が発生。また、時間外の受付や問い合わせによる救
急医療機関の負担が課題となっている。新たに24時間365日相談できる＃7119の導入を行うことで、適切な受
診や安心安全につながる。

救急搬送

緊急性

高

低

第一次（初期）救急

三次

救急

二次救急

一般病院・診療所

電話相談

　　　　　＃７１１９

（救急安心センター事業）
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

当番医における
外来患者受付件数

計画値 人 6,263 5,700 5,700 5,700 5,700 

計画値

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

計画値

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 合計
事業費 0 0 0 6,146 6,146 6,146 18,438

国庫支出金 0
県支出金 510 510 510 1,530
地方債 0
その他 0

一般財源 0 5,636 5,636 5,636 16,908
人件費 0 0 0 1,640 1,640 1,640 4,920

職員(人) 0.22人 0.22人 0.22人 0.66人
時間外勤務(h) 20h 20h 20h 60h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

フルコスト 0 0 0 7,786 7,786 7,786 23,358

妥当性
(市の関与)

救急医療体制の確保及び維持は市民生活に必要不可欠である。＃7119において救急要請の必
要性の判断、24時間365日相談できることで市民の安心安全につながる。公共性が高いもの
と考えられる。

有効性
(施策貢献度)

24時間365日看護師や医師など専門家が電話相談を受けることで軽症者の不安を取り除き、
救急要請や医療機関受診に係る適切な判断を促すことで救急車等の限りある医療資源の有効
活用が図られる。潜在的な重症者の早期発見や搬送につながるなど、患者の症状に応じた適
切な救急医療の提供につながる。

効率性
(コスト)

協力医療機関に対する補助金のうち、1/2（上限510,000円）は県補助があり。＃7119の運営
費用は県が1/2を負担し、残り1/2を県内21市町で負担。市町の負担額は県人口に占める市人
口の割合で決定。自治体の財政状況に関係なく、措置率0.5で特別交付税措置が行われる。
救急医療機関の受診の適正化が図られることで、医療費適正化につながり、医療費抑制の効
果が期待できる。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 １次評価のとおり


